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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇消防署長、飲酒後に運転し事故「口に含んだ程度で飲酒にあたらない」と報告せず処分もなし 

＜読売新聞 2022年 5月 11日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20220510-OYT1T50225/ 

富山県東部消防組合の消防署の男性署長が４月下旬、酒を飲んだ後に自家用車を運転し、魚津市内の商業施設の

駐車場で接触事故を起こしていたことが分かった。事故から２週間が経過したが、署長は勤務を続け、処分に向

けた調査も行われていない。 

 関係者によると、署長は４月２４日午後７時頃、酒を飲んだ後に車を運転し、魚津市内の商業施設の駐車場で

他人の車に接触した。この事故によるけが人はいなかった。 

 警察官が現場に駆け付けたところ、署長から酒のにおいがしたため、飲酒の有無を聞き、酒を飲んで運転した

ことを認めたという。その場で飲酒検知も行ったが、基準値を超えるアルコール量は検出されなかった。署長は

当日休みで、自宅で焼酎を飲んだ後、友人に会うために車を運転していたという。 

 読売新聞の取材に対し、男性署長は「酒を口に含んだ程度で飲酒にはあたらない」と主張。事故を起こしたこ

とは消防本部には報告しておらず、「接触事故くらいでは、報告しなくてもいいと思った」と説明した。 

 一方、消防本部の按田隆雄消防長は「本人から報告を受けていないので、調査や処分は行っていない。事実関

係を確認して厳重に注意したい」と語った。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・食中毒事件一覧速報  令和 4年（2022年）食中毒発生事例（速報）  

＜厚生労働省 2022年 5月 2日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/04.html 

病因物質が化学物質とされた食中毒の事例 1件が含まれる。 

---------- 

・市立保育園から出火、県産スギふんだんに使った木造平屋の園舎が炎上…「地域の自慢だった」 

＜読売新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20220512-OYT1T50068/ 
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１２日午前０時頃、三重県いなべ市大安町門前の市立笠間保育園から出火。午前３時現在、木造平屋の園舎が燃

えており、消防が消火にあたっている。いなべ署などによると、けが人や逃げ遅れの情報は入っていないという。 

 市のホームページなどによると、園舎は延べ約２０００平方メートルで、２０１３年に完成。県産スギがふん

だんに使われ、園児たちが木のぬくもりに触れられることが特長の一つだった。 

 午前２時過ぎ、現場には近所の住民らが駆けつけ、園舎全体から炎が上がり、消火活動が続く様子を固唾（か

たず）をのんで見守っていた。 

 同園でパート勤務しているという６０歳代女性は「立派な建物で、地域の人たちにとって自慢の保育園だった。

本当にショック」と涙ぐんでいた。 

 現場は三岐鉄道大安駅の南東約１・２キロで、住宅や田んぼに囲まれている。 

---------- 

・収賄容疑で病院元課長逮捕 国立病院機構運営、警視庁 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897139865697665024?c=39546741839462401 

 国立病院機構が運営する「下志津病院」（千葉県四街道市）の工事を巡り、業者に便宜を図った見返りに接待

を受けたり物品を受け取ったりしたとして、警視庁捜査 2課は 11日、収賄の疑いで同病院の元企画課長安彦昌人

容疑者（60）＝千葉市＝を逮捕した。 

 また、贈賄の疑いで電気製品販売会社「小松電器」（千葉県船橋市）の役員松丸隆行容疑者（43）＝船橋市＝

を逮捕した。捜査 2課は 2人の認否を明らかにしていない。 

 安彦容疑者の逮捕容疑は 2019年 7月～20年 9月ごろ、病院の工事を小松電器が受注できるよう便宜を図り、

計 60万円相当の旅行や飲食の接待を受けるなどした疑い。 

---------- 

・校長除く全教職員が授業取りやめストライキ…和歌山の私立高校、４月分給与未払いで 

＜読売新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20220512-OYT1T50070/ 

---------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・旅客船 24事業者で不備 国交省の緊急点検、改善要請 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897122879614795776?c=39546741839462401 

 国土交通省は 11日、北海道・知床沖の観光船沈没事故を受けて実施している緊急安全点検で、救命設備の劣化

や、点検記録簿の未記載といった不備が 24事業者で見つかったと明らかにした。いずれも行政処分などが必要な

重大な違反ではなく、改善を要請した。 

 緊急点検は全国の旅客船運航事業者が対象で 4月 25日から、地方運輸局の監理官らが現地調査。5月 6日まで

に 172事業者の点検が終了し、約 1割に当たる 24事業者に改善を指摘した。 

 具体的には、船に備え付けてある救命胴衣が劣化したり、船名表示が欠落したりするケースがあった。 

---------- 

・製造棟ごとの生産再開を中止 三幸製菓、消防の指摘受け 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897072311859986432?c=39546741839462401 

 工場火災で従業員 6人が死亡した米菓大手「三幸製菓」が、火災があった荒川工場（新潟県村上市）を製造棟

ごとに生産再開をする予定だったところ、消防から「工場全体の防災対策を行った上での再開を」と指摘を受け

て再稼働の時期を見直したことが 11日、同社などへの取材で分かった。 

 同社は 2月の火災以降新潟県内の全 3工場で生産を停止。再稼働は「5月中旬以降」をめどとし、荒川工場は

安全確認ができた製造棟ごとに再開をしていく方針だった。 

 しかし管轄する村上市消防本部から、荒川工場全体での防災対策をした上で再開するように指摘を受け方針を

変更した。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[大災害対策] 

・令和４年度における国民保護に係る国と地方公共団体の共同訓練の実施 
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＜総務省消防庁 2022年 5月 11日＞ 

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/220511_kokuun.pdf 

１．訓練の目的 

国、地方公共団体、警察、消防、自衛隊及びその他関係機関の活動要領の確認及び相互の連携強化を図るととも

に、国民の保護のための措置に対する国民の理解の促進を図ることを目的としています。 

２．訓練の実施予定（訓練の実施時期及び詳細については検討中。） 

（１）実動・図上訓練(６府県・４訓練) 

 秋田県、三重県、大阪府（京都府、兵庫県）（※１）、長崎県 

（２）実動訓練（２県） 

徳島県、大分県 

（３）図上訓練（２５府県） 

 宮城県、秋田県（※２）、山形県、福島県、群馬県（※２）、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨

県、長野県、岐阜県（※２）（※３）、愛知県、大阪府（※２）、奈良県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、徳島

県、愛媛県（※２）、福岡県、佐賀県（※２）、鹿児島県 

※１ 京都府及び兵庫県は、大阪府と連携して訓練を実施する予定。 

※２ 地域ブロック検討会を実施する予定。 

※３ 岐阜県は、地域ブロック検討会とは別に図上訓練を実施する予定。 

○ 実動訓練 

国・地方公共団体の対策本部の運営及び相互の連絡調整、住民の避難誘導、医療の提供等の救援措置など、国民

の保護のための一連の措置について、現地において訓練を実施するものです。 

○ 図上訓練 

国・地方公共団体の対策本部の運営及び相互の連絡調整、警報の通知、避難の指示など、国民の保護のための措

置に係る状況判断及び情報伝達要領について、図上において訓練を実施するものです。 

＜地域ブロック検討会＞ 

全国を６つの地域ブロックに区分し、毎年各ブロックにおいて、国と地方公共団体の間で最新の情勢認識を共有

するとともに、国民保護関連の各種課題に対する検討や意見交換を行う検討会方式の訓練を実施するものです。 

-------------------- 

[福島原発事故] 

・食品中の放射性物質の検査結果について（１２８７報）（東京電力福島原子力発電所事故関連） 

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2laDPc1Io7ydz8BY 

１ 自治体の検査結果  

小樽市、宮城県、仙台市、山形県、栃木県、宇都宮市、埼玉県、さいたま市、東京都、新潟県、名古屋市、大阪

市 

     ※ 基準値超過 なし 

２  緊急時モニタリング又は福島県の検査結果 

   ※ 基準値超過 なし 

３  国立医薬品食品衛生研究所における検査 

   ※ 基準値超過 なし 

---------- 

・東京電力福島第一原子力発電所の ALPS処理水の現状に関する在京外交団等向けの説明会を開催しました  

   5月 10日 

＜経済産業省 2022年 5月 11日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2022/05/20220510002/20220510002.html?from=mj 

本日、東京電力福島第一原子力発電所（福島第一原発）の ALPS処理水（注）の現状に関する在京外交団等向けの

説明会をテレビ会議形式で実施しました。 

冒頭、外務省、資源エネルギー庁及び東電から、2月に行われた ALPS処理水の安全性に関するレビューに関し IAEA
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（国際原子力機関）が 4月 29日に公表した報告書の概要、及び、東京電力が実施計画変更認可申請書の一部補正

を4月28日に原子力規制委員会に申請した概要につき説明を行った後、出席者との間で質疑応答が行われました。 

我が国としては、今後も関係省庁一体となって、福島第一原発の状況についての情報を国際社会に対して透明性

をもって丁寧に説明していきます。 

（注）ALPS（多核種除去設備（Advanced Liquid Processing System））を含む複数の浄化設備で浄化処理した水。 

---------- 

・東電強制起訴、「審理継続を」 被害弁護団が上申書提出 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897057574812434432?c=39546741839462401 

 福島第 1原発事故を巡り業務上過失致死傷罪で強制起訴され、一審で無罪となった東京電力の勝俣恒久元会長

（82）ら旧経営陣 3人の控訴審公判について、被害者参加代理人の弁護士らは 11日、東京高裁に「審理を継続す

べきだ」とする上申書を提出した。高裁は、検察官役の指定弁護士が請求した専門家の証人尋問や、第 1原発の

現場検証を採用せず、次回 6月 6日の公判で結審する見通しとなっている。 

 原発事故に関しては、地元から避難した住民らが起こした 4件の損害賠償請求訴訟で、最高裁が今夏に国の責

任を判断するとみられる。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-najHe1og5y97yBY 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和４年５月 11日版） 

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2laDPc1Io7ydzEBY 

・新型コロナウイルス ゲノムサーベイランスによる系統別検出状況を掲載しました  

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0ykaTLd1Ys6yNnhBY 

・「都道府県別の懸念される変異株の国内事例数(ゲノム解析)」を掲載しました  

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-najHe1og5y9ruBY 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・感染者数「直近３日で増加」 連休後の拡大に警戒―厚労省助言組織・新型コロナ 

＜時事ドットコム 2022年 5月 12日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022051101328&g=soc 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。  

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=xT8MWqFjdNikIGtXY 

・第 83回新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード資料（令和 4年 5月 11日）を掲載しました 

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=S7GBfSdhRD-xTTPZY 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・塩野義 6、7月に承認申請目指す 最終治験のコロナワクチン 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897055689922297856?c=39546741839462401 

 塩野義製薬の手代木功社長は 11日の決算記者会見で、最終段階の臨床試験（治験）を進めている新型コロナウ

イルスワクチンについて、6、7月に厚生労働省への承認申請を目指していると明らかにした。ウイルスの働きを

抑える「中和抗体」の量を他社ワクチンと比較した結果速報を 5月中に公開する。 

 2月に厚労省に承認申請し、審査が続いている飲み薬は、すでに 100万人分の生産は完了しており、年間 1千

万人分以上の供給を目指して増産を図る。国際的な供給体制の整備に向け、年内にインドや米国での生産体制を
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構築するとした。 

---------- 

◇マスク 

・子どものマスク着用 山際経済再生相「見直しを検討」 

＜日テレ NEWS 2022年 5月 11日＞ 

https://news.ntv.co.jp/category/economy/b9f2650bc62847f381d19fc09c80fbdf 

 

・屋外マスク「会話ない時必要ない」と専門家 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897089281980710912?c=39546741839462401 

・松野氏「屋外マスク不要」 十分な距離前提に推奨 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/896969198616510464?c=39546741839462401 

 

・EU、機内マスク義務解除 仏は全交通機関で不要に 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897227190255566848 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・入国者の上限を 2万人に倍増へ 検査一部免除も検討 政府の水際対策 

＜朝日新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ5C6368Q5CUTFK00P.html 

********************************************************************************************* 

[3] 労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行について（令和４年４月 28日基発 0428第１号）  

＜厚生労働省 2022年 4月 28日＞ https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T220428K0010.pdf 

 基発0428第１号  

令和４年４月28日  

都道府県労働局長 殿 

厚生労働省労働基準局長  

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行について 

労働安全衛生規則の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第83号。以下「改正省令」という。）が本日

公布され、令和４年10月１日から施行されることとなったところである。 

その改正の趣旨、内容等については、下記のとおりであるので、その運用に遺漏なきを期されたい。 

なお、関係団体に対し、別紙のとおり要請を行ったので、了知されたい。 

記 

第１ 改正の趣旨 

改正省令は、歯科健康診断の実施状況について、令和元年度に一部地域で実施した自主点検の結果により、

常時使用する労働者が50人未満の事業場において、法定の歯科健康診断の実施率が非常に低いことが判明した

ことを受け、歯科健康診断の実施状況を正確に把握し、その実施率の向上を図るため、労働安全衛生規則（昭

和47年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）第52条等について、所要の改正を行ったものである。 

第２ 改正の内容 

（１） 有害な業務（※）に従事する労働者に対して歯科健康診断を実施する義務のある事業者について、その

使用する労働者の人数にかかわらず、安衛則第48条の歯科健康診断（定期のものに限る。）を行ったとき

は、遅滞なく、歯科健康診断の結果の報告を所轄労働基準監督署長に行わなければならないこととしたこ

と。 

※ 労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）第22条第３項において、「塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、

弗ふつ化水素、黄りんその他歯又はその支持組織に有害な物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所に

おける業務」と規定されている。 

（２） 現行の定期健康診断結果報告書（様式第６号）から、歯科健康診断に係る記載欄を削除することとし、

歯科健康診断に係る報告書として、「有害な業務に係る歯科健康診断結果報告書（様式第６号の２）」を
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新たに作成したこと。当該報告書について、様式第６号により報告を求めていた事項に加え、法定の歯科

健康診断の対象労働者が従事する有害な業務の具体的内容を把握するため、様式第６号には記載欄がなか

った歯科健康診断に係る有害な業務の内容等の記載欄を追加したこと。 

（３）その他所要の改正を行ったものであること。 

第３ 施行期日等 

（１）施行期日 

改正省令は、令和４年10月１日より施行することとしたこと。 

（２）経過措置 

改正省令の施行の際、現に提出されている改正省令による改正前の安衛則（以下「旧安衛則」という。）

様式第６号の報告書（安衛則第48条の健康診断（定期のものに限る。）に係るものに限る。）は、改正省令

による改正後の安衛則様式第６号の２の報告書とみなすとともに、改正省令の施行の際、現にある旧安衛則

に定める報告書の用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができることとしたこと。 

また、改正省令の施行の日前に行われた安衛則第48条の健康診断（定期のものに限る。）に係る同令第52

条の規定の適用については、なお従前の例によることとしたこと。 

********************************************************************************************* 

[4] 化学物質の危険性に対するリスクアセスメント等実施のための参考資料 

◇技術資料 TD-No.8  化学物質の危険性に対するリスクアセスメント等実施のための参考資料  

—異常反応による火災・爆発を防止するために— 公開  

＜労働安全衛生総合研究所(JNIOSH) 2022年 4月 26日＞ 

https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/doc/td/TD-No8.pdf#zoom=100 

目次 

第 1章 はじめに 

第 2章 安衛研手法及び参考情報の概要 

第 3章 暴走反応による災害防止のためのリスクアセスメント、リスク低減措置検討の際の参考情報 

第 4章 混合危険による災害防止のためのリスクアセスメント、リスク低減措置検討の際の参考情報 

第 5章 「シナリオに対するリスクの見積りとリスク評価」に関する参考情報 

第 6章 おわりに 

********************************************************************************************* 

[5] 健康安全 

◇大気汚染（PM2.5）と死亡との関連について 

＜国立がん研究センター 2022年 4月 25日＞ https://epi.ncc.go.jp/jphc/outcome/8912.html  

―多目的コホート研究（JPHC研究）からの成果報告― 

私たちは、いろいろな生活習慣と、がん・脳卒中・心筋梗塞などの病気との関係を明らかにし、日本人の生活習

慣病予防と健康寿命の延伸に役立てるための研究を行っています。平成２年（1990年）と平成 5年（1993年）に、

岩手県二戸、秋田県横手、東京都葛飾、長野県佐久、沖縄県中部、茨城県水戸、新潟県長岡、高知県中央東、長

崎県上五島、沖縄県宮古、大阪府吹田の 11保健所（呼称は 2019年現在）管内にお住まいだった 40～69歳の方々

で、さらに、追跡期間中に一度も引っ越したことがない約 8万人の男女を、平成 25年（2013年）まで追跡した

調査結果にもとづいて、大気汚染（PM2.5）と死亡との関連を調べた結果を専門誌で論文発表しましたので紹介し

ます(BMC Public Health. 2022年 3月公開)。 

PM2.5とは、大気汚染物質の一つで、大気中に浮遊する粒子状物質のうち 2.5μm以下の大きさの物質のことです。

これまでの多くの研究から、PM2.5と死亡リスクとの関連について報告されており、国際がん研究機関（IARC）で

は、PM2.5は肺がんにおいて、「ヒトに対して発がん性がある物質」と判定しています。また、アメリカ心臓協会

では、循環器疾患に関与している要因であると報告しています。これまでに報告された 20のコホート研究結果を

まとめたメタアナリシスでは、PM2.5濃度が高いと全死亡、循環器疾患死亡、肺がん死亡、呼吸器疾患死亡のリス

クがあがると報告されています。しかし、これまでの研究は欧米からの報告が多く、アジアからの報告はほとん

どありません。加えて、多くの国で PM2.5の濃度が下がってきていますが、WHOガイドライン（2005）で推奨され
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ている年間平均 10μg/m3以下でもリスクの上昇がみられると報告されています。 

そこで、我が国の、比較的 PM2.5濃度の低い地域において、PM2.5濃度と死亡リスクとの関連について調べました。 

私たちが過去に報告した結果（「長期的な粒子状物質への曝露と循環器疾患の発生および死亡との関連について」）

では、粒子状物質（PM10）の濃度があがると虚血性心疾患死亡のリスクがあがる傾向にあることを報告しました

が、当時は一般環境大気測定局の濃度を用いており、同じ保健所管内に居住している対象者は、すべて同じ濃度

の粒子状物質に曝されているという仮定に基づいて研究を行っていました。 

今回は、衛星データを元に 1km×1kmの範囲で推計された、1998年から 2013年までの年間平均の PM2.5の濃度を、

対象者の居住地に割り当てたことで、対象者が受けた PM2.5の濃度をより正確に評価して研究を行いました。 

PM2.5と死亡リスクとの解析に当たり、性別、年齢、地域、喫煙状況、飲酒状況、体格、職業、コーヒー摂取量、

受動喫煙、循環器疾患・がん・糖尿病の既往歴を調整し、これらの違いによる影響をできるだけ取り除きました。 

PM2.5濃度が上昇すると循環器疾患死亡リスクがあがる 

本研究の対象地域における年間平均 PM2.5濃度は 11.6μg/m3でした。また、追跡期間中（1990-2013年）に、17,838

人の死亡（そのうち、がん死亡 7,285人、循環器疾患死亡 4,537人、呼吸器疾患死亡 1,743人）が確認されまし

た。 

今回の研究では、1998年から 2013年の年間平均 PM2.5濃度と、全死亡との関連は見られませんでしたが、PM2.5濃

度が１μg/m3上昇するごとの循環器疾患死亡のハザード比（95%信頼区間）は、1.23（1.08-1.40）であり、PM2.5

濃度が上昇すると循環器疾患死亡リスクが統計学的有意に高いという関連がみられました。肺がん死亡や呼吸器

疾患死亡との関連は見られませんでした（図）。 

また、今回の研究では、追跡開始初期の 1990年から 1997年の PM2.5濃度が得られなかったことから、その影響は

少ないことを確認するために、1998年からの始めの 5年間の年間平均 PM2.5濃度を累積平均曝露濃度として、2003

年から 2013年までの死亡リスクを解析しましたが、結果は同じでした（図なし）。 

 
図 PM2.5濃度と死因別死亡リスク 

この研究の結果から 

今回の研究では、比較的 PM2.5濃度が低い地域でも、PM2.5濃度があがると循環器疾患死亡のリスクが高くなる、と

いう関連が見られました。この結果は、2020年に報告されている複数のコホート研究をまとめたメタアナリシス

の結果とも一致しており、PM2.5による酸化ストレスの増加、血管内皮機能障害や動脈硬化の促進作用により、循

環器疾患死亡のリスクをあげると考えられました。一方で、多くの研究から、PM2.5濃度があがると肺がんリスク

が高くなるという関連が報告されているにも関わらず、今回の研究では関連はみられませんでした。これは、今

回の研究が、先行研究と比較して、濃度が低い地域での研究だったことが考えられ、低いレベルの濃度では肺が

んへの影響が見いだせなかった可能性があります。 

今回の研究の限界として、居住地の PM2.5濃度を用いており、職場など他の生活の場所での PM2.5濃度については

考慮できていないこと、職業以外の社会経済的要因が調整できていないことや、生活習慣の変化を考慮できてい

https://epi.ncc.go.jp/jphc/outcome/3148.html
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ないことがあげられます。 

********************************************************************************************* 

[6] 農薬 

◇農薬抄録及び評価書を更新しました。  

＜農林水産消費安全技術センター(FAMIC) 2022年 4月 28日＞ http://www.acis.famic.go.jp/syouroku/ 

********************************************************************************************* 

[7] 食品安全衛生関係 

◇食品安全関係情報を更新しました  

（最新 3週間（令和 4年 3月 26日〜令和 4年 4月 15日）の海外情報はこちらから） 

＜内閣府食品安全委員会 2022年 4月 28日＞

http://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&from_year=2022&from_month=3&

from_day=26&to=struct&to_year=2022&to_month=4&to_day=15&max=100 

---------- 

◇食品安全情報(化学物質)No.09(2022)を掲載しました。  

＜国立医薬品食品衛生研究所(NIHS) 2022年 4月 28日＞ 

http://www.nihs.go.jp/dsi/food-info/foodinfonews/2022/foodinfo202209c.pdf  

********************************************************************************************* 

[8] 廃棄物関係 

◇高校生も楽しめる資源循環・廃棄物研究情報誌オンラインマガジン 環環 2022年 4月号「カーボンニュートラ

ルと排水処理」 「コンピュータにお任せする前に」が公開されました。  

＜国立環境研究所(NIES) 2022年 4月 25日＞ https://www-cycle.nies.go.jp/magazine/top/202204.html 

********************************************************************************************* 

[9] 温暖化対策関係 

◇2050年カーボンニュートラル実現に向けた化学産業における投資額を推計  

＜日本化学工業協会(JCIA)  2022年 4月 26日＞ https://www.nikkakyo.org/news/page/9472  

********************************************************************************************* 

[10] 環境安全関係 

◇中央環境審議会「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）」について  

＜環境省 2022年 4月 28日＞ https://www.env.go.jp/press/110947.html 

中央環境審議会大気・騒音振動部会自動車排出ガス総合対策小委員会は、令和２年９月から、大気汚染の状況及

び現行の施策の進捗状況等を踏まえ、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく総量削減基本方針及び制度全般にわたる検

討を行ってきたところです。 

令和４年３月に開催した小委員会の審議を踏まえて報告を取りまとめ、当該報告に基づき、本日、中央環境審議

会会長から環境大臣に対して答申がなされましたので、お知らせいたします。 

今後、本答申を踏まえ、国及び各都府県では、引き続き自動車排出ガス削減に向けた各種対策を継続するととも

に、５年後を目処に、制度の在り方について改めて検討することとしています。 

■経緯 

 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成

４年法律第 70号。以下「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」という。）第６条及び第８条の規定に基づき定められた自動車

排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の削減に関する基本方針（平成 23年環境省告示第 22号。以下

「総量削減基本方針」という。）は、平成 32年度までに二酸化窒素と浮遊粒子状物質の大気環境基準を確保する

ことを目標としており、また、平成 19年の改正法附則に基づき、目標の達成状況に応じ、制度全般にわたる検討

を行うこととなっていました。 

 このため、令和２年８月 11日付けで「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について」が環境大臣から中央

環境審議会に諮問され、自動車排出ガス総合対策小委員会において検討を行いました。小委員会の審議の過程で

は、「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）案」について、令和４年２月 10日から３月 10
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日まで意見募集（パブリックコメント）を実施しました。今般、令和４年３月 29日に開催された小委員会（第

17回）の審議結果に基づき「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）」を取りまとめ、本日付

で中央環境審議会会長から環境大臣に対し答申がなされました。 

■答申の概要 

 総量削減基本方針に規定されている「平成 32年度までに窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域において

二酸化窒素と浮遊粒子状物質の大気環境基準を確保する」という目標はほぼ達成されたと評価した上で、今後の

自動車排出ガス総合対策の在り方について取りまとめました。答申の概要は以下のとおりです。 

 環境基準値を超過する可能性が十分に低い濃度レベルには至らなかった測定点が一部あったこと等から、引き

続き現行の自動車ＮＯｘ・ＰＭ 法に基づく各種施策を継続することが必要。 

 より環境性能の良い車への代替が進むこと等で、さらに環境改善が期待されることなどから、５年後を目途に

制度の在り方について改めて検討するべき。 

 対策地域の指定とその解除について都道府県が申請することができるが、これまでその判断規準がなかったた

め、対策地域の指定解除の判断基準を明確化した。国においては、都道府県から申請があった場合には、判断基

準に基づき慎重に審査を行うことが必要。 

対策地域の指定解除にあたり、ステークホルダーとの調整や解除後の大気環境状況の確認の継続等が必要。 

自動車使用管理計画の事務の合理化を検討することが望ましい。 

※答申の詳細は、別添１，２を御確認ください。 

■パブリックコメントの結果  ―省略― 

別添資料 

別添１_今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申） 

別添２_「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）」参考資料 

別添３_パブリックコメントの結果について（今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について）  

********************************************************************************************* 

[11] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇既存物質に係るポジティブリスト（別表第１）の意見募集について  

＜厚生労働省 2022年 4月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25201.html 

---------- 

◇アルコール製造事業の手引き（改正案）、アルコール輸入事業の 手引き（改正案）、アルコール販売事業の手引

き（改正案）、アルコール使用の手引き（改正案）に対する意見公募 

＜経済産業省 2022年 4月 25日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595222037&Mode=0 

---------- 

◇食品健康影響評価におけるベンチマークドーズ法の活用に関する指針の一部改正に関する審議結果（案）につ

いての意見・情報の募集について  

＜内閣府食品安全委員会 2022年 4月 27日＞ 

http://www.fsc.go.jp/iken-bosyu/pc1_gijutsukikaku_bmdshishin2022_040427.html 

-------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇「石綿障害予防規則第三条第四項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者の一部を改正する件に関する御意見

の募集について」に対して寄せられた 御意見について  

＜厚生労働省 2022年 4月 25日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=495210436&Mode=1 

---------- 

◇「労働安全衛生規則の一部を改正する省令案に関する意見募集について」 に対して寄せられた御意見等につい

て 
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＜厚生労働省 2022年 4月 28日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=495210437&Mode=1 

---------- 

◇「水質汚濁に係る農薬登録基準値（案）」に対する意見募集の結果について  

＜環境省 2022年 4月 25日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=195210071&Mode=1 

---------- 

◇「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）案」に対する 意見の募集結果について 

＜環境省 2022年 4月 28日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=195210083&Mode=1 

********************************************************************************************* 

[12] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・第 79回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和 4年度第 3回薬事・食品衛生審議会薬

事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）（ペーパーレス、Web会議）の開催について 

   ５月 13日 

＜厚生労働省 2022年 5月 11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2laDPc1Io7ydzYBY 

（１）新型コロナワクチンに関する副反応への対応について 

（２）新型コロナワクチンの接種及び副反応疑い報告の状況並びに接種後の健康状況に係る調査等について 

（３）その他 

・厚生科学審議会 (予防接種・ワクチン分科会 副反応検討部会)     ５月13日 

＜厚生労働省 2022年5月11日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=4xkqfIdFUv6CBk5xY 

（１）新型コロナワクチンに関する副反応への対応について 

（２）新型コロナワクチンの接種及び副反応疑い報告の状況並びに接種後の健康状況に係る調査等について 

（３）その他 

・原子力科学技術委員会 核不拡散・核セキュリティ作業部会（第 24回）の開催について   5月 18日  

＜文部科学省 2022年 5月 11日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agfYac6HinaTzHbH 

1. 核不拡散・核セキュリティ分野における人材育成について 

2. 核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ISCN）の技術開発実施状況について 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・防災科学技術委員会（第 55回） 配布資料   4月 22日  

＜文部科学省 2022年 5月 11日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agfYac6HinaTzHbI 

1. 分野別研究開発プラン等について 

2. 防災科学技術政策の現状等について 

3. その他 

********************************************************************************************* 

[13] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・北海道の死亡野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルス検査陽性について（野鳥国内 103例目） 

＜環境省 2022年 5月 11日＞ http://www.env.go.jp/press/111072.html 

・北海道での高病原性鳥インフルエンザ発生（野鳥国内 99例目）に伴う野鳥緊急調査の結果について 

＜環境省 2022年 5月 11日＞ http://www.env.go.jp/press/111066.html 

・北海道における高病原性鳥インフルエンザウイルス検査陽性事例（野鳥国内 79例目）に係る野鳥監視重点区域

の解除について 

＜環境省 2022年 5月 11日＞ http://www.env.go.jp/press/111064.html 
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・青森県横浜町で発生した高病原性鳥インフルエンザ（国内 18及び 19例目）に係る移動制限の解除について 

＜農林水産省 2022年 5月 11日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/220511.html 

 

・米国からの家きん肉等の一時輸入停止措置について 

＜農林水産省 2022年 5月 11日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/220511_1.html 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・無尽蔵な原料で次世代電池 「マグネシウム」改良し出力維持 

＜毎日新聞 2022年 5月 12日＞ https://mainichi.jp/articles/20220512/ddm/016/040/014000c 

 資源量がほぼ無尽蔵で、取り扱いが簡単なマグネシウム電池は、次世代電池の呼び声が高まっている。東京工

業大の矢部孝名誉教授（数値流体力学）は、従来の約 10倍の出力を誇る独自の電池を開発、製品化した。マグネ

シウム電池が切り開く未来の循環型社会とは。 

 マグネシウムは、ジュラルミンケースや自動車、航空機の部品などに使われる金属だ。鉱山だけで 85億トン、

海水には 1800兆トンもあるとされる。矢部さんは 2000年代半ばからエネルギー源として使うことを提唱し、マ

グネシウム電池の研究に取り組んできた。 

 電池は、電極（正極と負極）の間に電解液を入れ、化学反応を起こして電子をつくり、電気を起こす。マグネ

シウム電池では、負極にマグネシウム、正極に活性炭、電解液に食塩水を使う。マグネシウムから放出された電

子が正極に移動して電気が流れ、正極に取り込まれた空気や水と反応する仕組みだ。 

-------------------- 

◇その他 

・運用益は主要校のみに 10兆円大学ファンドに高いハードル 

＜毎日新聞 2022年 5月 12日＞ https://mainichi.jp/articles/20220510/k00/00m/040/157000c 

 世界に肩を並べる研究大学をつくり、日本の研究力低下を打開しようと政府が設置した 10兆円規模の大学ファ

ンドの支援校の要件を定める法案が、今国会で審議中だ。ただ支援校は一部の主要大学に限られ、事業成長を求

められるなどハードルも高く、大学関係者からは懸念の声も上がる。 

巨額の基金設立、政治も後押し 

 「国家基金が 10兆円程度あると、ほとんどの国立の研究大学は救い出すことができる。ぜひ本気で考えるべき

だ」。2019年 10月にあった政府の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の調査会。委員の安宅和人（あ

たか・かずと）・慶応大教授が熱弁をふるった。 

 データや人工知能（AI）の活用に詳しく、多くの公的機関の委員を歴任する安宅氏。この日挙げたのが、米ハ

ーバード大など、独自にファンドを運用して潤沢な研究資金を得ている欧米の主要大学だ。一方、日本では、国

立大学の「血液」とも呼べる運営費交付金が減った中、19年の世界大学ランキングで 200位以内に入ったのは、

東京大（42位）と京都大（65位）だけだった。 

 国の主導で巨額のファンドを運用し、運用益を研究資金に充て、世界と伍（ご）する研究大学にする――。こ

うした構想に、渡海（とかい）紀三朗・元文部科学相ら自民党の一部議員が同調し、計画が動き始めた。 

 文科省と内閣府は翌 20年秋、10兆円という金額は示さないまま、基金の設立を概算要求に盛った。これに反

対したのが財務省だ。公的資金をリスクの伴う投資に回した上、各大学に広く分配することに強い拒否感があっ

たという。 

 「『国立大は口を開けて国からお金が転がり込んでくるのを待っているだけのところがある』と財務省は考え

ていた」。ある政府関係者は説明する。 

 しかし… 

---------- 

・教員免許更新制を廃止 関連法改正案が成立 

＜時事ドットコム 2022年 5月 11日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022051100152&g=pol 

 「教員免許更新制」の廃止を盛り込んだ教育公務員特例法と教育職員免許法の改正法が 11日の参院本会議で可

決、成立した。 
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 免許に 10年の有効期間を定め、更新時の講習受講を義務付けた現行制度を 7月に廃止。代わりに、教員が自主

的に研修を受ける形に移行する。資質向上につなげるため、2023年度からは教員ごとの研修記録作成を教育委員

会に義務付ける制度を導入する。  大学の教職課程などを経て取得する「普通免許」と、専門知識を持つ社会人

らが教委の検定を経て取得する「特別免許」について、有効期間を撤廃。7月以降に期限を迎える教員は、講習

や更新手続きが不要となる。過去に取得したが更新しなかった人の免許も再び使えるようになる。 

 
https://www.jiji.com/jc/v4?id=202012hksk&p=2012hksk-2020120705&utm_source=yahoo&utm_medium=referral&

utm_campaign=link_back_edit_vb 

---------- 

・世界大学ランクボイコット、中国 北京の名門ら「教育主権守る」 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897053675701141504?c=39546741839462401 

北京の名門、中国人民大学を含む中国の有名大が、海外の雑誌などが手がける世界大学ランキングに相次いで

参加しない方針を決めたことが分かった。中国メディアが 11日までに伝えた。「中国の教育と文化の主権を守る」

ためとしている。米欧主導の国際標準に不満を持つ習近平指導部の意向を受けた対応の可能性もある。 

 南京大や蘭州大もランキング上位を目指すことをやめ、主催組織に関連データを提供しないことにしたという。 

 1950年創立の人民大は人文社会学で国内トップクラス。英教育誌 THEが昨年発表した世界大学ランキングでは

上位 200位以内に入らなかった。 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇消防危第 96号「キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に係る 運用について」  

＜総務省消防庁 2022年 4月 27日＞ 

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/512f96a2ac7cc09eee28eb0b1733e6ea210dfa75.pdf 

 消防危第96号  

令和４年４月27日  

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・各指定都市消防長  殿 

消防庁危険物保安室長  

キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に係る運用について（通知） 

近年、風力発電等再生エネルギーから得た電力の蓄電や、非常用電源等として、キュービクル式（鋼板で造ら

れた外箱に収納されている方式をいう。以下同じ。）リチウムイオン蓄電池設備の利用が進んでいますが、当該

蓄電池設備を製造工場から設置場所へ輸送する際、大量に貯蔵することがあり、その際の安全対策の検討が求め

られています。  

このため、消防庁では「危険物施設におけるスマート保安等に係る調査検討会」を開催し、キュービクル式リ
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チウムイオン蓄電池設備の安全対策を検討してきました。  

今般、検討会の検討結果を踏まえ、キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に係る運用について下記

のとおり取りまとめましたので、貴職におかれましては、下記事項に留意の上、その運用に十分配慮されるよう

お願いします。  

また、各都道府県におかれましては、貴管内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対

してもこの旨周知されるようお願いします。  

なお、本通知は消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出するものであること

を申し添えます。  

記 

１ 厚さ1.6mm以上の鋼板で造られたキュービクルで、その開口部を２に掲げる必要な耐火性（通常の火災時にお

ける火炎を有効に遮るために特定防火設備に必要とされる遮炎性能）を有する布により３に掲げる方法で覆っ

たものについては、「リチウムイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに係る運用について」（平成23年12月27日付け

消防危第303号）第２の３に掲げる取扱いができること。  

２ キュービクルの開口部を覆う布に必要な耐火性を確認する方法としては、国土交通大臣が認定する特定防火

設備と同等の遮炎性能試験によるほか、簡易的な燃焼器具等で当該試験と同等以の加熱条件により行う試験方

法（例えば、別紙１「簡易的な燃焼器具等で行う遮炎性能試験方法」によることが考えられる。）が考えられ

ること。また、使用する場合は裂けやほつれ等の損傷がないことを確認するとともに、耐火性を有することが

確認できる書類等を提示できるようにしておくこと。  

３ キュービクルの開口部を覆う方法は、次に掲げるいずれかの措置とし、布の縫合を行う場合は、耐火性を有

する糸及び金具により行なうとともに、縫合部分には火炎の進入がないよう措置を講じること。  

（１） キュービクルの全体に耐火性を有する布を袋状にして覆い被せる場合（別紙２参照）にあっては、内部

に火炎が進入しないよう開口部を十分に覆う必要があること。  

（２） キュービクルの開口部に耐火性を有する布を巻く又は開口部を覆う場合（別紙２ 参照）にあっては、通

常の保管時に想定される重力や外力により開口部が露出しないよう耐火性を有するフック、ボタン、ベル

ト、ネジ等で当該布を固定するとともに、火災時にキュービクル内部に火炎が進入しないよう開口部を十

分に覆うこと。また、当該布を固定するネジ用の貫通箇所から火炎がキュービクル内部に進入しないよう

措置を講じること。  

-------------------- 

◇「着替え」「朝礼」「居残り」は労働時間？ 弁護士の見解は？ 

＜YAHOO!JAPANニュース 2022年 5月 11日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/5200cf4cdb21e84f8fd8f7d79d40a7f65321fee0 

 企業やお店で働く人たちについて、「制服に着替える時間」や「後片付けや掃除での居残り」、「朝礼」といった

ことにかかる時間が、労働時間に含まれるかどうか、ネット上などで議論になることがあります。時には裁判に

までなることもあるようですが、着替える時間などは「労働時間」に含まれるのでしょうか。グラディアトル法

律事務所の若林翔弁護士に聞きました。 

指揮命令下の業務なら労働時間 

Q.いわゆる法定労働時間とは何でしょうか。また、法定労働時間と会社ごとの労働時間の関係性とはどのような

ものですか。 

若林さん「法定労働時間とは法律で定められた労働時間の上限のことであり、労働基準法 32条では、休憩時間を

除いて 1週間につき 40時間、1日につき 8時間と定められています。そのため、会社は特殊な場合を除き週に 1

回以上の休日を与えることで、原則としてこの枠内で自由に労働時間を定めることができます。会社が定めた労

働時間のことを所定労働時間といいます」 

Q.法定労働時間、あるいは会社ごとの労働時間を超過した部分については、会社が残業代を支払う義務があるの

でしょうか。 

若林さん「会社ごとに定められた所定労働時間を超過した分について、会社は超過時間に相当する賃金を支払う

必要があります。そして、法定労働時間が意味を持ってくるのは、この超過時間の労働が時間外労働等として割



ACSES ニュースレター_２３１１_20220512 

 15 

り増しを受けるかどうか、という部分です。労働基準法 37条は法定労働時間を超過した場合の賃金について、通

常の賃金から 25％増しで計算すると規定しています。 

しかし、会社は所定労働時間について法定労働時間の枠内で自由に定めることができるので、『所定労働時間を超

過している＝法定労働時間を超過している』とはならない場合があるのです。週休 2日で 1日 8時間労働という

会社が多いでしょうから、結局は『所定労働時間＝法定労働時間』となり、あまりピンと来ないかもしれません

ね」 

Q.「着替える時間」「居残り」「朝礼」などは労働時間に含まれるのでしょうか。 

若林さん「これらの時間が労働時間に該当するかどうかは、これらの時間が使用者の指揮監督の下、業務として

行われているかどうかによります。制服着用が義務付けられているような会社では当然、着替え時間も労働時間

ということになるでしょうし、多くの朝礼も業務の一環として行われているでしょうから、これらの時間は賃金

の発生する労働時間ということになります。 

一方で、用もないのに友人と私語をするために居残っているような場合、使用者の指揮監督下にあるとは言えな

いので、労働時間には該当しないでしょう。使用者には従業員の労働時間を適切に把握し、賃金を支払うことは

もちろん、働き過ぎによる健康被害の発生を防止する義務があるので、労働時間とそうでない時間をはっきりと

区別し、労働時間をきちんと把握できるようにタイムカードなどの管理を徹底すべきだと言えます」 

Q.会社が「着替える時間」「居残り」「朝礼」を労働時間にカウントしてくれない場合、労働者としてはどのよう

な法的措置に訴えることが可能でしょうか。 

若林さん「会社が労働時間を正確にカウントしてくれない場合、労働者は労働時間に見合った賃金を支払うよう

請求することになります。話し合いで任意に支払ってくれればよいのですが、話し合いがまとまらない場合はや

むなく法的措置を取ることになるでしょう。 

法的措置の種類としては『労働審判』という労働紛争独特の制度や、訴訟を提起する方法などが考えられますが、

どの制度が適切かは事案によって異なるので、弁護士とよく相談するのがよいと思います。 

ただし、ここで一番問題となるのは、実際に労働をしたことを証明できるかどうかです。タイムカードなどで労

働時間がきちんと打刻されていれば問題ありませんが、会社が労働時間を正確にカウントしてくれない場合、タ

イムカードに記載されている時間が正確な労働時間ではないということもあるでしょう。そうしたケースで立証

活動に支障をきたさないために『労働時間の詳細なメモを取る』『仕事の最後に業務終了のメールを残す』など、

できる限り事前準備をしておくことをお勧めします」 

 
******************************************************************* 以上 ******************** 
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